
1.3  事業の体制 

本事業では、「社会人学び直し推進委員会」、「プログラム開発委員会」を産学連携によって設置

し、事業推進体制を構築し、事業を推進している。 

図 1: 事業の体制 

1.3.1  「社会人学び直し推進委員会」（協議の場） 

社会人学び直し推進委員会（協議の場）は以下の役割等を担当し、年 3 回（平成 26 年度は 2 回）

開催する。 

 当事業の運営統括（計画・進捗・成果の確認等）

 カリキュラム、授業科目の内容に関する議論

 社会人学び直し啓発の仕組みに関する議論

 プログラム開発委員会からの活動報告に関する議論

 社会人及び女性の学び直しのための環境に関する議論

 社会人の学び直し後のキャリアアップ等の仕組みに関する議論
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表 1: 社会人学び直し推進委員会 委員名簿 

団体名 職名 氏名 備考 

産業技術大学院大学 産業技術研究科長 

創造技術専攻 教授 

川田 誠一 プログラム責任

者 

産業技術大学院大学 附属図書館長 

情報アーキテクチャ専攻 教授 

小山 裕司 プログラムコーデ

ィネーター 

産業技術大学院大学 情報アーキテクチャ専攻長・教授 酒森 潔 

産業技術大学院大学 創造技術専攻長・教授 國澤 好衛 

産業技術大学院大学 特任助教 文屋 宏 

日本 IBM システムズ・

エンジニアリング（株） 

アドバイザリー・アーキテクト 井手田 信 

NEC マネジメントパート

ナー（株） 

マネジメント研修事業部 

エグゼクティブエキスパート 

但田 潔 

（株）日立製作所 情報通信システム社 室長付 菊池 純男 

（株）FUJITSU ユニバー

シティ 

エグゼクティブ・プランナー 上野 新滋 

横河電機（株） 渉外室 担当部長 為谷 素也 

楽天（株） グローバル人事部 副部長 浅見 貴之 

（株）ワークスアプリケー

ションズ 

アドバンスト・テクノロジー&エンジニアリ

ング本部 Executive Fellow 

小松 宏行 

ATOMICO 日本支社 代表 岩田 真一 

1.3.2  プログラム開発委員会 

プログラム開発委員会は、以下の役割等、当事業で開発する教育プログラムのカリキュラム企画、

教材開発の役割を実質的に担当し、年 3 回（平成 26 年度は 2 回）開催する。 

 カリキュラム企画

 科目・教材の開発（事例の情報収集・調査・整理）

 事例研究型教育手法の開発

 WG（作業部会）の開催
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表 2: プログラム開発委員会 委員名簿 

団体名 職名 氏名 備考 

産業技術大学院大学 産業技術研究科長 

創造技術専攻 教授 

川田 誠一 プログラム責任

者 

産業技術大学院大学 附属図書館長 

情報アーキテクチャ専攻 教授 

小山 裕司 プログラムコーデ

ィネーター 

産業技術大学院大学 情報アーキテクチャ専攻長・教授 酒森 潔 

産業技術大学院大学 創造技術専攻長・教授 國澤 好衛 

産業技術大学院大学 研究科長補佐 

創造技術専攻 教授 

越水 重臣 

産業技術大学院大学 情報アーキテクチャ専攻 教授 戸沢 義夫 

産業技術大学院大学 情報アーキテクチャ専攻教授 松尾 徳朗 

産業技術大学院大学 創造技術専攻 教授 吉田 敏 

産業技術大学院大学 創造技術専攻 助教 陳 俊甫 

産業技術大学院大学 特任助教 文屋 宏 

（株）東芝 デザインセンター デザイン統括部長 小内 克彦 

凸版印刷（株） マーケティング部 部長 秦 雅之 

日本 IBM（株） 上級 IT スペシャリスト 平山 敏弘 

NEC マネジメントパート

ナー（株） 

マネジメント研修事業部 

シニアエキスパート 

大 久 保  雅

司 

（株）FUJITSU ユニバー

シティ 

エグゼクティブ・プランナー 上野 新滋 

サイボウズ（株） ビジネスマーケティング本部 BPM 部ア

ライアンスマネージャ 

佐藤 学 

アストロラボ（株） 代表取締役 CEO 日下 康幸 

小倉記念病院 脳神経外科 部長 松本 省二 

メドコネクト（株） 代表取締役 花田 徳康 

（株）mediba 新規事業企画部 部長 鴻巣 英典 

イー・リゾート 代表 釼持 勝 

中央大学 文学部 教授 飯尾 淳 

現在、本学では、PBL 型教育が教育の 1 つの軸であるが、当教育プログラムでは、新たに事例研

究型教育をもう 1 つの軸とし、事例研究型科目と PBL 型科目の相乗効果により、いままで以上に実
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践効果の高い教育を行う計画である。当事業での事例研究型科目及び PBL 型科目の教材開発で

は、当教育プログラムが対象とする次世代成長分野である観光・物販・医療等の各分野から 7 名程

度のゲストの委員を招聘し、現状の課題、成功事例・失敗事例・ノウハウの提供を得て、情報収集・

調査・整理を行い、事例教材の開発を進める。教材開発にあたっては、事例研究の専門家を招集し、

学内の委員等で作業部会を構成し、正規のプログラム開発委員会とは別に年 4 回程度開催する。 

1.3.3  産学の連携 

当事業での産業連携（支援内容等）を以下に示す。 

 社会人学び直し推進委員会（協議の場）及びプログラム開発委員会への委員の参加

 カリキュラム、教材の開発

 社会人学び直し啓発に関する専門意見、仕組みの開発

 社会人キャリアアップ、キャリアチェンジに関する専門意見、仕組みの開発

 次世代成長分野での現状の課題、成功事例・失敗事例・ノウハウの提供、調査

 実務家教員の派遣（起業家養成等）

 実証授業への参加

 遠隔授業・録画授業等の社会人の修学と仕事の両立を考慮した仕組みでの教育効果の確

認

 社会人学生の派遣（企業推薦入試等）

《産学連携の実績》 

本学では、以下に示す運営諮問会議、OPI 等の活動により、産学連携を積極的に行ってきた。 

 〈運営諮問会議〉

本学では、産業界のニーズを把握し、教育内容に反映したり、また産業界と連携して教育研

究を効果的に実践したりするために、本学が人材育成を行う産業分野の専門家、企業の経

営者等の学外委員から構成される運営諮問会議を本学開学の 2006 年から設置している。

運営諮問会議からは、産業界からみた本学の教育研究体制、運営体制、本学教育カリキュ

ラムの妥当性、修了生のキャリアパス、教員の研修、PBLプロジェクトの共同実施等の本学教

育運営体制に関する広範な課題等に関する答申が提出される。提出された答申は、本学の

中期計画、年度計画に反映されている。現在の構成企業（及び団体）数は 15 団体で、委員

長は日本 IBM（株）橋本 孝之会長であり、平成 25 年度は運営諮問会議 2 回、下部機関で
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ある実務担当者会議 2 回、実務担当者会議座談会 3 回が開催された。 

 〈OPI（オープンインスティテュート）〉

本学 OPI は、本学の教育研究成果を広く社会に還元するとともに、地域・産業界のニーズに

タイムリーに応じたカリキュラムを提供する場として、また、地域・産業界との交流の場として

設置された組織である。また、地域の企業が自社の研究所を OPI に開設し、社員・学生・大

学教員等から構成されるプロジェクトを結成して研究開発を行う活動も行っている。現在、

OPI に設置された本学と企業が連携した研究所としては以下の研究所が存在する。

 AIIT・東京臨海熱供給株式会社共同研究所

 〈企業内中核人材育成懇話会〉

平成 25 年度から、企業の将来を担う高度な能力を持つ人材（企業内中核人材）育成の支援

を目的とする企業内中核人材育成懇話会が設置された。平成 25 年度は計 3 回懇話会を開

催し、参加企業 20 社と、企業内中核人材の育成に関する意見交換等を行った。

 〈enPiT（Education Network for Practical Information Technologies）〉

文部科学省による「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」では、楽天

（株）との産学連携により教育プログラム開発（アジャイル手法を活用したソフトウェア開発等）

を行っている。

 〈専門職コミュニティ〉

本学の学生、及び広く一般の技術者・経営者が、一流の経営者・技術者らと直に接し、学ぶ

機会として、授業外の勉強会・懇親会を年 20 回程度開催している。これらは外部に開かれた

勉強会で、誰でも参加できるので、本学の関係者以外の技術者・経営者も多数参加している。

これらは在学生・修了生・教員・学外の技術者間の本学を中核とした専門職コミュニティを構

成し、情報交換及び交流の機会としても機能している。平成25年度28回開催し、延べ1,721

名の参加があった。特に、昨年度からクラウド利用促進機構（CUPA）と連携して開催している

JTF（July Tech Festa）は昨年度 308 名、今年度 470 名の参加があり、iOS コンソーシアムと

連携して開催している iOSEDC（iOS Enterprise & Developers Conference）は昨年度 241 名

の参加者があった。また、本学附属の図書館は、東京都及び京浜地区等の企業で働く技術

者にも広く開放され、本学で開催されている各種のイベントとの相乗効果から、現在では本

学を中核として専門職コミュニティが構成され、「知の連携」が実現できる空間として機能して

いる。

これらの取り組みから、本学では、至極当然のように産学連携が行われる環境が整っている。これ

らの体制・実績から、当事業で設置する社会人学び直し推進委員会（協議の場）、プログラム開発委

員会には運営諮問会議の構成メンバーを中核に、社会人学び直しと、事業創出に関して経験を重

視して、委員を決定した。また、プログラム開発委員会で招集するゲスト委員には、専門職コミュニテ
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ィでの産学連携等から、当事業が対象とする次世代成長分野での現状の課題、成功事例・失敗事

例・ノウハウに詳しい人材を招集し、教育プログラムの充実を図る。また、実証授業への参加、社会

人学び直しの啓発、学生の派遣等では、当事業の委員参加企業はもちろん、運営諮問会議、企業

内中核人材育成懇話会、専門職コミュニティ等の本学と各種の産学連携を行っている企業にも協力

を依頼し、実証・普及でも、実りある成果があげられるように、いままでの産学連携の体制・実績を活

用する計画である。 

1.3.4  事業の実証・評価・改善 

当事業では、学外の委員から構成される外部評価委員会を設置し、当事業の活動を検証・改善

するための評価（分野別認証評価相当）を行い、当事業に適切に反映する。外部評価委員会は、国

公立大学の教員、産業界からの識者の 5 名程度で構成し、平成 27 年度及び平成 28 年度の終わり

に評価を行う。 

当事業で開発する教育プログラム（カリキュラム、教材、遠隔授業、録画授業等）が社会人の学び

直しに実際にどの程度教育効果があるかを調べるため、本学での実証（実証授業・試行運用）と、本

学以外の大学及び企業と連携し、実証授業を行い、結果を教育プログラムの開発に反映する。 

短期の実証授業は、enPiT（Education Network for Practical Information Technologies、文部科学

省による「情報技術人材育成のための実践教育ネットワーク形成事業」）で連携実績のある琉球大学、

楽天（株）等との連携によって、社会人の修学と仕事の両立を考慮した遠隔授業、録画授業等、事

例研究型の授業・教材、PBL キャンプ等で教育効果を確認する。 

実際の教育現場での試行運用としての実証は、平成 27 年度から本学の産業技術研究科情報ア

ーキテクチャ専攻及び創造技術専攻の両専攻横断型のコースとして当教育プログラムで開発した人

材像（事業アーキテクト）を設定する。受講生からは通常の FD 活動で設定している「学生による授業

評価アンケート」のほか、当教育プログラムの専用のアンケート（社会人学び直し、事業アーキテクト

の養成等を重点項目にする）を行う。また、学生の知識体系上の知識単位の達成度を分析し、設定

した講義・演習型科目、事例研究型科目、PBL 型科目で、事業アーキテクトに必要とされる知識・ス

キル・業務遂行能力が適切に取得できているかアウトカムを分析し、教育プログラムの効果を評価し、

当事業に反映する。 

事業の開発及び実証段階で、運営諮問会議、企業内中核人材育成懇話会等の本学との産学連

携企業に対して、教育プログラムの概要・社会人学び直し啓発の仕組み・社会人のキャリアアップ・

キャリアチェンジの仕組み等に関して情報提供を行い、アンケート及び意見交換から当事業及び教

育プログラムに対する評価を行い、当事業に反映する。 

当事業の 5 段階の評価・改善を以下にまとめる。 
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 教育プログラムに対する改善

連携企業との意見交換、受講者のアウトカムの分析（知識体系上の知識単位の達成度）、教

育プログラムに対する受講者アンケートを実施する。

 受講者の修学成果

受講者のアウトカム評価及び学生面談を実施する。

 科目・教員単位の改善

通常の授業評価アンケートを実施する。

 総合評価

平成 27 年度から学外委員によって構成される外部評価委員会を設置し、分野別認証評価

相当の活動評価を行う。

 アンケート調査及び意見交換

 運営諮問会議、企業内中核人材育成懇話会等の本学との産学連携企業等に対して、アン

ケート及び意見交換を行い、当事業及び教育プログラムに対する評価を行い、当事業に反

映する。

1.4  事業の成果目標及び計画 

当事業の成果目標を以下に示す。 

 「事業アーキテクト養成」の教育プログラム

戦略・マネジメント・IT 技術等の融合型プログラムの開発（カリキュラム、教材等）

新設科目（講義 6 科目、事例研究・PBL 4 科目）及び既存科目から構成

 事業アーキテクト養成のための基盤の構築

事例研究型教育手法及び事例教材

 社会人及び女性の学び直しのための新しい環境

時間・場所・費用の制約の緩和、録画・遠隔授業等

 社会人のキャリアアップの仕組み

産学連携による学修成果の記録・評価制度等

 社会人学び直し啓発・機運醸成の仕組み

学び直し啓発イベント（専門職コミュニティ）、Web 記事等

 事業成果の普及

以下では、年度単位での活動目標）、成果目標（アウトカム）、計画（スケジュール）を示す。 
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1.4.1    活動⽬目標（アウトプット）  

《平成 26年年度度》  

平成 26 年度は、当事業の活動内容、作業項目、スケジュール詳細を決定、教育プログラム開発

（カリキュラム企画及び開発、教材の調査・開発・実証実験）と、学び直し啓発のための学修コミュニ

ティイベントの企画・開催を行う。また、平成 27 年度からの教育プログラム（大学院修士課程）の試行

運用のための学内調整を行う。事業成果（進捗）報告等は、Web サイトでの情報公開、ワークショップ

開催、報告書で行う。 

 

• 教育プログラムの開発（カリキュラム設計、平成 2７年度開講予定の講義・演習型科目等の教

材の調査・開発） 

• 学修コミュニティイベントの企画、開催（社会人学び直し啓発・社会人一般対象） 

• Web 記事作成・掲載（社会人学び直し啓発） 

• 社会人学び直し推進委員会開催 2 回 

• プログラム開発委員会開催 2 回（作業部会 4 回程度） 

• ワークショップ開催（関係教育機関・企業等対象、情報交換・進捗報告） 1 回 

• 当事業の情報公開 Web サイト（随時更新）、事業成果報告書 作成 

 

《平成 27年年度度》  

平成 27 年度は、平成 28 年度開講予定の PBL 型科目等の教材・事例の調査・開発・実証実験と、

学び直し啓発のための学修コミュニティイベントの企画・開催を行う。また、平成 26 年度に開発した

教育プログラム（カリキュラム、教材）にしたがって、実際に教育プログラム（大学院修士課程）の試行

運用を行う。PBL 及び事例研究の教育効果を高めるため、産業界から講師（専門家）を招聘して、集

中型の PBL キャンプを開催する。また事業成果（進捗）報告等は、Web サイトでの情報公開、ワーク

ショップ開催、報告書で行う。 

 

• 教育プログラムの試行運用（通年、本学「事業アーキテクト」コース） 

• 平成 28 年度開講予定の PBL 型科目等の教材・事例（5 事例）の調査・開発 

• 教員研修（事例研究及び PBL） 

• 教材の実証実験（2 実験）、PBL キャンプ（5 日間） 

• 学修コミュニティイベント開催（社会人学び直し啓発・社会人一般対象） 

起業塾 4 回程度 
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